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福島原発事故からの復興、脱原発・エネルギー政策転換のために必要な情報、視点、政

策提言をまとめる

『原発ゼロ社会への道　「無責任と不可視の構造」をこえて公正で

開かれた社会へ』発行
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＜＜発行主旨・内容紹介＞＞

原子力市民委員会は、脱原発に向けた具体的政策を提言する市民シンクタンクとして2013年に設立され、原

発やエネルギーに関連するさまざまな問題の調査と情報発信、そして議論の場作りを目指しています。

　原子力市民委員会は各種レポートを発行していますが、特に「原発ゼロ社会への道」シリーズ（これまで2014

年と2017年に発行）は、その時点での現状分析と提言を総括した内容になっています。今回の『原発ゼロ社会

への道 ──「無責任と不可視の構造」をこえて公正で開かれた社会へ』も、前2冊と同様、原子力の後始末、

エネルギー転換、持続可能な社会について考える人々にとって、詳細・精確そして総合的な情報源となりま

す。

（本書は、次世代出版メソッド「NextPublishing」を使用し、出版されています。）
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＜＜著者紹介＞＞

　原子力市民委員会は、認定NPO法人「高木仁三郎市民科学基金」（www.takagifund.org）の特別事業として

2013年4月に設立された非営利の市民シンクタンクである。市民からの寄付を財源としており、特定の政治団

体や宗教団体からの助成は受けていない。2022年5月現在、座長をふくむ12名の委員、4つの部会（委員のほ

かに延べ35名の部会員）、33名のアドバイザー、事務局数名で構成される。

　総勢約80名の構成員は、研究者、技術者、法律家、医師、経営者、NGO職員、原発事故被害者（避難者お

よび被災地居住者を含む）などであり、その専門領域は、経済学、社会学、法学、会計学、経営学、行政学、

歴史学、宗教学、神学、文化人類学、国際関係論、原子力工学、材料工学、物理学、地震学、分析化学、農

学、医学、放射線医学、統計学、環境学、科学史、科学技術社会論など多岐にわたる。

　部会構成、構成員の氏名、所属・肩書き等は原子力市民委員会ウェブサイト（www.ccnejapan.com）に掲載さ

れている。
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honto電子書籍ストア、Sony Reader Store、BookLive!、BOOK☆WALKER
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　Amazon.co.jp、三省堂書店オンデマンド、hontoネットストア、楽天ブックス
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【インプレスR&D】　https://nextpublishing.jp/

株式会社インプレスR&D（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：井芹昌信）は、デジタルファーストの次世

代型電子出版プラットフォーム「NextPublishing」を運営する企業です。また自らも、NextPublishingを使った「イ

ンターネット白書」の出版などIT関連メディア事業を展開しています。

※NextPublishingは、インプレスR&Dが開発した電子出版プラットフォーム（またはメソッド）の名称です。電子書
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籍と印刷書籍の同時制作、プリント・オンデマンド（POD）による品切れ解消などの伝統的出版の課題を解決し

ています。これにより、伝統的出版では経済的に困難な多品種少部数の出版を可能にし、優秀な個人や組織

が持つ多様な知の流通を目指しています。

【インプレスグループ】　https://www.impressholdings.com/

株式会社インプレスホールディングス（本社：東京都千代田区、代表取締役：松本大輔、証券コード：東証スタ

ンダード市場9479）を持株会社とするメディアグループ。「IT」「音楽」「デザイン」「山岳・自然」「航空・鉄道」「モ

バイルサービス」「学術・理工学」を主要テーマに専門性の高いメディア&サービスおよびソリューション事業を

展開しています。さらに、コンテンツビジネスのプラットフォーム開発・運営も手がけています。
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